（様式３）


令和　　年　　月　　日
練馬区長　殿
申請者　主たる事務所の所在地　　　　　　　　　　　
法人等の名称　　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　

指定管理者の申請に係る誓約書

　練馬区立大泉障害者地域生活支援センターの指定管理者の申請にあたり、下記の応募資格をすべて満たし、かつ欠格条項に該当していないことを誓約します。

記

１　応募資格
　　法人その他の団体であること(募集要項上の応募資格を記載)。

[bookmark: _GoBack]２　欠格条項（下記の(1)～(6)のいずれかに該当している場合、応募はできません）
　⑴　地方自治法施行令第167条の４の規定に該当するもの
　⑵　練馬区から指名停止措置を受けているもの
　⑶　法人税、法人事業税、消費税、地方消費税、所得税、個人事業税、特別区民税等を滞納しているもの、または、代表者がこれらの税金を滞納しているもの【補足】法人税等の滞納がないことの証明のために、法人の納税証明書の提出を後日依頼します。


　⑷　会社更生法、民事再生法等により更正または再生手続を開始している法人
　⑸　団体の役員または構成員が練馬区契約における暴力団等排除措置要綱（平成22年８月２日22練総経第335号）別表に掲げる措置要件のいずれかの規定に該当するもの
　⑹　区長、副区長、教育長、教育委員会の委員、選挙管理委員会の委員、監査委員もしくは農業委員会の委員（以下この号において「区長等」という。）または議員が、応募団体の無限責任社員、取締役、執行役もしくは監査役またはこれらに準ずるべき者、支配人および清算人（以下「無限責任社員等」という。）となっている法人（区長等が応募団体の無限責任社員等になっている法人については、区が資本金、基本金その他これらに準ずるものの２分の１以上出資しているものを除く。）

（参考）
練馬区契約における暴力団等排除措置要綱（平成22年8月2日 22練総経第335号）別表
	措置要件
	期　間

	　１　暴力団員等であるときまたは暴力団員等が有
　　資格者の経営に実質的に関与しているとき。



　２　業務に関し、不正に財産上の利益を図るため、
　　または第三者に損害を加えるために暴力団また
　　は暴力団員等を利用したと認められるとき。

　３　暴力団または暴力団員等に対して、直接もしく
　　は間接的に金銭、物品その他の財産上の利益を与
　　え、便宜を供与し、または暴力団の維持もしくは
　　運営に協力したと認められるとき。

　４　暴力団または暴力団員等と社会的に非難され
　　る関係を有していると認められるとき。

　５　下請契約、資材・原材料の購入契約その他自ら
　　が行う契約に当たり、その契約の相手方が前各号
　　のいずれかに該当するものであることを知りな
　　がら、当該契約を締結したと認められるとき。

　６　有資格者が、第５条の規定による勧告を受けた
　　日から１年以内に再度勧告に相当する行為があ
　　ったとき。

	当該認定をした日から24か月（措置期間内に改善されない場合は、改善されたと認められる日まで。以下同じ。）

当該認定をした日から24か月



当該認定をした日から12か月




当該認定をした日から12か月


当該認定をした日から12か月




当該認定をした日から12か月





